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データ分析にもとづく保健事業の計画・
実施・評価（PDCAサイクル）の取組

保険者等

【 保健事業 】

（都道府県、市町村国民健康
保険、国民健康保険組合、後期
高齢者医療広域連合（委託等
により市町村が実施する場合にあ
たっては市町村）が実施する保
健事業）

○データヘルス計画
○国保ヘルスアップ事業
○保険者等における個別保
健事業
○高齢者の保健事業と介護
予防の一体的実施
○その他

○国保ヘルスアップ事業、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の一部については、保健事業支援・評価委員会等から評価を受けることが要件

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業

【保健事業支援・評価委員会】

公衆衛生学・公衆衛生看護学に造
詣が深い者、大学等研究機関・地域
の関係機関等の有識者及び都道府
県職員、地域の関係者等

・KDBシステム等を活用した
保険者等への情報提供
・都道府県と協働・連携した
データ分析
・保健事業の手順に沿った
評価基準を活用し実施計
画策定への助言

・評価基準等を活用した保
健事業の評価
・保険者等職員に対する研
修の実施

国保連合会

【国保・後期高齢者ヘルス
サポート事業運営委員会】

公衆衛生学・公衆衛生看護学に造
詣が深い者及び大学等研究機関の
有識者等

・実態調査
・ガイドラインの策定
・事業の分析・評価・調査・
研究
・事業実施報告会の開催
・事業実施報告書の作成・
公表
・連合会職員等に対する
研修の実施

国保中央会

支援・
情報提供

支援

報告

評価

報告

ヘルスサポート事業
ワーキンググループ

高齢者の保健事業
ワーキンググループ

糖尿病性腎症
重症化予防ワーキング

グループ

〇 市町村国保等のデータヘルス事業を推進するための取組みとして、平成26年度より国保中央会において、「国保・後期

高齢者ヘルスサポート事業運営委員会」を設置するとともに、都道府県国保連合会には､「保健事業支援・評価委員会」

を設置している。

〇 国保保険者及び後期高齢者医療広域連合が行う保健事業の実施計画（データヘルス計画）の策定、実施、評価

等の支援や個別保健事業の企画・実施・評価等の支援を行う「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」を実施している。

１

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要



○ 保健事業支援･評価委員会による保険者支援率について、支援開始の平成26年度以降の推移をみると、殆どの
保険者で増加傾向にある。
○ 令和２年度からは、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施が始まったことにより､後期高齢者医療広域連合
及び構成市町村への支援率が大幅に向上している。また､市町村国保等についてもデータヘルス計画の中間評価の年度で
あったため､増加している。

国民健康保険中央会調べ

保健事業支援・評価委員会による保険者支援率の推移
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○これまで保険者単位で行っていたデータ分析をより細分化し、
地区単位（例：住所別、学区別等）で分析することも可能。

○健診・医療・介護の情報を個人単位で紐付することで、制度
横断的に分析することが可能。

１．健診・医療・介護の突合 ２．地区割りによる分析

○全国の国保連合会が管理するデータを国保中央会（共同処理
センター）へ送付し、一括して集計することで県内集計値・
同規模*集計値・全国集計値などの比較情報を作成する。

３．県・同規模・全国との比較

○保険者・県・同規模などの集計結果を性・年齢別に比較を
行いながら経年比較できる一覧表を作成する。また個人別
履歴に関しても経年比較による追跡と分析が可能。

４．経年比較、性・年齢別分析

健診
結果

医療
レセ

介護
レセ

健診
資格情報

医療
資格情報

介護
資格情報

KDB個人番号 健診 医療 介護

Ａさん 00001 ○ ○ ○

Ｂさん 00002 ○ ○ ‐

KDB被保険者台帳

被保険者情報 地区割マスタ

住所：Ａ市ａ町１丁目

住所：Ａ市ａ町２丁目

住所：Ａ市ｂ町１丁目

Ａさん

Ｂさん

Ｃさん

住所：Ａ市ａ町１丁目

住所：Ａ市ａ町２丁目

住所：Ａ市ｂ町１丁目

Ａ地区

Ｂ地区

突合

Ａ地区の分析 Ｂ地区の分析

※平成30年度から二次医療圏集計を追加

医療費 受診料

A市 2,335,400 XXXXXX

B市 1,693,800 XXXXXX

C市 5,115,320

・・ ・・・・・・ ・・・・・

Z市 3,577,300 XXXXXX

健診情報の比較 市区町村別データ

40～74歳

男性 女性

積極的
支援
修了者

動機付
支援
修了者

積極的
支援
修了者

動機付
支援
修了者

Ｈ29
年度

保険者 91 85 91 85

県 86 92 86 92

同規模 70 88 90 82

Ｈ28
年度

保険者 XX XX XX XX

県 XX XX XX XX

同規模 XX XX XX XX

Ｈ27
年度

保険者 XX XX XX XX

県 XX XX XX XX

保健指導の状況 個人別履歴

＊人口や被保険者数を元に保険者規模を分類した区分

KDBシステムの特徴について
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・KDBシステムは、データヘルス計画の策定や個別保健事業に活用可能である。

地域の健康課題を分析し、
事業の優先順位を検討

保健事業実施の流れ

地域の健康課題の把握

対象者の抽出

事業実施

事業の評価

人口構成、被保険者構成、医療の状況、どんな疾病が多いのか、
介護の状況、健診の有所見の状況等を下記帳票等活用して、
国・県・二次医療圏等との比較、経年での比較により地域の健康
課題を把握できる。
①地域の全体像の把握
②厚生労働省様式（様式１－１）

（基準金額以上となったレセプト一覧）
③厚生労働省様式（様式５－２）

（健診有所見者状況（男女別・年代別）
④医療費分析（２） 大、中、細小分類
⑤要介護（支援）者有病状況
⑥健康スコアリング（健診） ・・・

KDBシステム活用帳票例

対象者の抽出には下記帳票等が活用可能
①被保険者管理台帳
②介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）
③介入支援対象者一覧（服薬管理）・・・

事業毎の評価は下記帳票等が活用可能
①介入支援実施前後の比較（栄養・重症化予防等）＿個人別
②介入支援実施前後の比較（栄養・重症化予防等）＿全体
③介入支援実施前後の比較（服薬管理）＿個人別
④介入支援実施前後の比較（服薬管理）＿全体

事業実施前には対象者の医療・健診・介護の状況を下記帳票等で
確認できる。
①個人別履歴
②５年間の履歴

特定健康診査受診率向上事業
糖尿病性腎症重症化予防事業
循環器疾患予防事 等

KDBシステムの保健事業への活用イメージ

１

３

２
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健診 医療 介護

保険者（地区）を「県」、「同規模」、「国」と比較し保険者（地区）の健康に関する全体像を把握できます。

外来医療費の割合
入院医療費の割合
入院率の割合
一人当たりの点数等

質問票（生活習慣）
検査値 等

介護給付費の割合
新規認定率 等

地域の健康に関する全体像の把握について
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比較先（県、同規模、国）の平均を基準値
（100点）とし、以下の3段階の顔マークで
評価し表示している。

平均より高い（110点以上）…青

平均並み（90点以上110点未満）…黄

平均より低い（90点未満）…赤

1人当たりの医療費を都道府県等の平均と比
較できる。
健診・医療のクロス分析で、特定保健指導
が医療費削減に結果として結びついているか
等、都道府県等の平均と比較できる。

平均自立期間、介護の状況、介護給付費等を
都道府県等の平均と比較できる。
介護・医療のクロス分析で、介護認定度と1

人当たりの医療費の相関関係を都道府県等の平
均と比較できる。

同一都道府県内の保険者について、
「健診・医療・介護画面の各項目」の
数値データを一覧表形式で確認できる。

※都道府県、後期広域連合、国保連合会ユーザのみ

閲覧可能。

健診 介護医療

保険者等一覧

KDBシステムにおける健康スコアリングについて
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国保連合会の保険者支援の事例

・北海道国保連合会
・奈良県国保連合会
・鳥取県国保連合会
・長崎県国保連合会

7



都道府県と連携した保険者支援・国民健康保険団体連合会における主な取組内容

※ 国保連合会では、都道府県と連携した様々な保険者支援を実施している。主な取組
の事例は以下のとおり。

〇 北海道国保連合会
・ 国保連合会が、ＫＤＢの外付けであるエキスパンダーシステムの独自開発や市町
村国保に対する研修の充実等を実施。

〇 奈良県国保連合会
・ 国保連合会に「国保事務支援センター」を設置し、同センターの医療費適正化推
進課に保健師を配置し、適正化事業を実施。

〇 鳥取県国保連合会
・ 国保連合会に「健康・医療データ分析センター」を設置し、国保保険者が地域の実

態に即した効果的な保健事業を実施するため、各種データを利活用した分析結果
等を提供。具体的には、匿名データを国立大学に提供し、専門的なエビデンスによ
る分析を実施。

〇 長崎県国保連合会
・ 支援評価委員会を中心とした保険者支援に加え、今年度は第３期データヘルス計
画策定に向けた３回シリーズの研修会を実施。
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都道府県と連携した保険者支援・国民健康保険団体連合会における主な取組内容
（北海道国保連合会）
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奈良県では、県と国民健康保険団体連合会が連携して、県内市町村の国
保事務の共同化・標準化を推進し、市町村が行っている事務の効率化につな
げるとともに、県域で実施することにより効果的・効率的となる医療費適正化
の取組等を進めることとし、この取組を推進する組織体制として、平成30年４
月からの国保県単位化にあわせ、奈良県と連携協定を締結（奈良県にお
ける国民健康保険の運営に関する連携協定）し、奈良県国民健康保険団
連合会内に 「国保事務支援センター」 を設置した。

国保事務支援センターにおける医療費適正化等の主な取組は以下のとおり。

○広報チラシ、医療費通知、後発医薬品（ジェネリック医薬品）差額通知の送付

○特定健診・特定保健指導の再勧奨通知、重症の糖尿病等の未治療者に対する
治療勧奨カード等の送付

○市町村の保健指導実践者（保健師・栄養士等）に対し、生活習慣病の保健指導の
ための資質向上を図る人材育成研修の実施

○糖尿病性腎症重症化予防のための保健指導を共同委託により実施

○データヘルス計画の実行支援（第2期計画の中間評価・次期計画の策定支援）
・国保連合会は奈良県と連携し、奈良県医療費適正化計画との整合性を図りつつ、
市町村を支援

奈良県国民健康保険団体連合会における主な取組内容

都道府県と連携した保険者支援・国民健康保険団体連合会における主な取組内容
（奈良県国保連合会）
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１．個別保健事業の標準化

➣共同保健事業の標準的な取組内容を計画用に明文化し保険者に提供

・特定健康診査 ・特定保健指導 ・糖尿病重症化予防
・生活習慣病重症化予防 ・後発医薬品使用促進・医薬品の適正使用
・歯と口腔の健康 ・がん検診 ・後期高齢者の生活習慣病重症化予防

など

２．データヘルス計画・個別保健事業の評価指標の標準化

３．評価指標に関連する分析用データの提供

（KDBの活用 医療費等分析システムの活用）
医療費適正化計画及び後期
高齢者医療広域連合データ
ヘルス計画等との調和を図り、
評価指標を提案

奈良県国民健康保険団体連合会

奈良県
奈良県後期高齢者
医療広域連合

連携・共有・支援

市町村

４．第3期データヘルス計画ひな型の提案

５．評価指標の経年評価のための評価シートの作成

６．データヘルス計画推進のための研修会の実施

（PDCAに基づく計画の推進・評価の実施等について）

７．保健事業・支援評価委員会での支援

被保険者の健康寿命の延伸
医療費・介護給付費の適正化

連携
連携
・
支援

連携
・
支援

11

第3期データヘルス計画策定のための支援（～R5年度）（案）



鳥取県国民健康保険団体連合会における「健康・医療データ分析
センター」は、令和2年7月から運用開始し、国保保険者がより地域
の実態に即した効果的な保健事業を実施できるよう、各種データを
利活用した分析結果や資料等を提供する。

また、運用にあたっては、匿名化したデータを活用し、「健康・医療
データ等共同分析会議」で国立大学医学部等の学術研究機関と協
働し、専門的な知見（エビデンス）も踏まえた分析を行う。

成果物として定型的に作成するデータ・帳票類に併せて、保険者
独自のニーズを受けて作成するオーダーメイド型のデータ・統計資
料の対応も行う

定型的なもの 独自のニーズに対応するもの

・日常生活圏域単位での健康状況データ分析
（健診結果、医療費、有病状況等）
・過去の健診結果や疾病等も踏まえた糖尿病性腎
症重症化予防対象者リスト作成
・治療中断者、健診異常値未受診者リスト作成 など

・住民アンケートなどのKDBシステムで取
扱っていない情報も活用した保険者固有
の課題分析
・分析結果に基づくハイリスク群・予備群対
象者リスト作成 など

都道府県と連携した保険者支援・国民健康保険団体連合会における主な取組内容
（鳥取県国保連合会）

※ 都道府県が支援・連携し、国保連合会において様々な事業を実施しており、主な事業は以下のとおり。

【データ分析のメニュー】（例）

鳥取県国民健康保険団体連合会における主な取組内容
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